






Corporate Social Responsibility

当社の社会的責任（CSR）

環境と調和する社会の実現に向けて
　環境と調和しながら社会発展に貢献することは、当社の重大な責務のひとつです。

　当社は、地球温暖化防止・省エネルギー社会の実現、廃棄物削減・省資源社会の実現に向け、環境保全を支える商品の供給を

通じて、よりよい社会づくりのために貢献してまいります。

当社における環境取り組みの向上と深化
基本動作の徹底とマネジメントシステム

　当社は省エネセンサーや各種省エネ機器の供給を通じて、生
産現場のトータルエネルギー削減を提案しています。
　品質の良い商品をリーズナブルに供給することも、環境配慮
社会の実現に向けた、当社の重要な社会的責任のひとつです。

省エネセンサー
・温湿度　・照度　　・CO2

・圧力　　・電力量　・エアー

現場エネルギーの見える化

電気ヒーター
▼

循環加温ヒートポンプ

製造工程の洗浄や
殺菌等の加温設備
（分散設置）

標準モータ
▼

プレミアム高効率モータ
＋インバータ

ファン・ポンプの運転
FLR40W定格出力逆富士器具

▼
直管形LEDベースライト

事務所・作業場などの照明HID高天井器具
メタルハライドランプ400W

▼
LED高天井用ダウンライト

高天井のライン
倉庫などの照明

　限りある資源を有効活用し、廃棄物を低減するためにリサイク
ルへの取り組みは重要です。
　当社が開発した多目的支
持台「リサイクロック」は、外
装にリサイクル樹脂、内部に
エココンクリートを使用し、地
球環境負荷の低減に貢献し
ています。

　ISO14001準拠環境マネジメントシステムを活用し、当社内
での環境保全の基本動作を徹底しています。
　環境配慮型製品に対するお客様のニーズはますます高まって
おり、2014年10月から2015年9月までの販売実績は、16営
業部門で年間目標を達成しました。また本社ビル及び各拠点営
業所において、事務所の省エネ活動に取り組み、電力使用量を
削減しました。さらに生産途上においては、材料リサイクルを実
施することで、ムダのない製造に取り組んでいます。

リサイクル対象 茨城工場 奈良工場 福岡工場 全工場
銅（スクラップ） 15,481kg 14,784kg 8,954kg 39,219kg
樹脂（廃材） 14,625kg 16,797kg 5,623kg 37,045kg
段ボール 29,480kg 15,920kg 17,980kg 63,380kg

ピークシフト節電
電力需要のピーク時
に節電し電力の消費
を分散

計画停電対策
計画停電対策や災害・
非常時に屋内で電源
供給

クリーンエネルギー活用
太陽光など自然エネ
ルギーを使った発電
設備に併せて使用

　当社のリチウムイオン蓄電池「G-LiFeセーブ」は、万が一の
バックアップとしてだけではなく、電力使用がピークの時に、深夜
に蓄えておいた電気を使うことで、節電への貢献も期待できます。

　次世代型の省エネ住宅「スマートハウス」の中核となる
HEMSの導入を通じて、賢く快適な住まいづくりをサポートします。

　「エムグラファーLite」は、スマホ・PCで、ご家庭のエネルギー
を一元管理できます。分かりやすいグラフ表示で毎日チェックで
きるので、画面を見るだけで省エネ意識がアップします。

　ECHONET Lite対応のエアコンや照明を連係させることで、
外出先からON/OFFはもちろん、温度設定やタイマー設定など
の遠隔操作ができます。

　節電が家庭・オフィスにおいて広く浸透するなか、当社では蓄電池やエネルギーマネジメントシステムの提供を通じて「常時節電」

をサポートし、地球温暖化防止に貢献しています。

環境に配慮しながら生産コストを削減
工場まるごと省エネ提案

リサイクル材を使用した製品開発
多目的支持台 リサイクロック

家庭やオフィスで簡単に使える「蓄電池」の普及促進
G-LiFeセーブ

家庭のエネルギーを一元管理
ホームエネルギーマネジメントシステム エムグラファーLite

5 6



Corporate Social Responsibility

当社の社会的責任（CSR）

防火対策を強化する難燃化製品
配管化粧カバー＆難燃被覆銅管

耐火性を追求した区画貫通部措置部材
ファイヤープロシリーズ

火気を使用せずに接合できる継手
ファイヤーレスジョイント

地震時における天吊り機器の安全性を向上
クロスロックシリーズ

安全性と効率性を追求したトータルコーディネート
セーフティ制御機器・システム提案

安心・安全管理の専門性の向上
協力会社も含めた資格取得の取り組み

　近年、耐火を目的とした建材が
開発・発売されるなかで、区画貫通
部措置部材も新しい工法が求め
られるようになっています。当社
においても、耐火性を追求した

「ファイヤープロ」シリーズを展開するとともに、より安全性・施工
性に優れた新製品の開発を進めてまいります。

　エンドユーザーにおける商品使用段階の安心・安全を確保するため、当社は、商品・サービス自体の安全性に留まらず、製造段

階や施工段階を含めた商品ライフサイクル全体を俯瞰し、安全な商品の供給を図っています。

　自社内はもちろん、メーカーや協力会社との連携を深め、ご協力を仰ぎながら、総合的な取り組みを推進しています。

　タフ＆ビューティで優れた耐久性を兼ね備えた配管化粧カバー
「スリムダクト」シリーズをはじめ、国土交通省標準仕様書にて規

定された難燃性保
温 材 を 使 用 し た 
被覆銅管「PC・NC・
NH」シリーズは自
己消火性能により
防火性に優れ、エン
ドユーザーにとって
の安全性の向上を
実現しています。

　製造現場での災害・事故発生を防ぐには、安全・危機対応に優
れた制御機器・システムの導入が不可欠です。当社では、機器・シ
ステムの選定から操作・管理ご担当者へのフォローに至る導入プ
ロセス全体を、お客様ニーズを的確に把握した専門スタッフが
メーカーと協力し、一貫体制でお手伝いします。

　製品製造・施工段階からエンドユーザーによる使用段階までの
トータルな安心・安全を推進するにあたっては、高い専門性に基
づく業務遂行が求められます。
　当社では、当社社員をはじめ、協力会社も含めて国家・公的資
格の取得をサポートするほか、社内自主勉強会の開催や社外講
習会への参加を推進するなど、専門性のさらなる向上を図って
います。

　地震対策をしていない天吊り機器は、地震が発生した際に、機
器自身が揺れて落下や接続されている配管が断裂するなどの危
険性が存在します。
　その地震対策が簡単にでき
る振れ止め支持金具「クロス
ロック」は現場要望に合わせ
て施工性を優先したフック式
タイプと、強度を優先したボル
ト固定式タイプの2パターン
ラインナップしており、危険防
止に威力を発揮します。

主要資格名 資格取得者数
電気工事施工管理技士（1級） 126 名
電気工事施工管理技士（2級） 14 名
管工事施工管理技士（1級） 8 名
管工事施工管理技士（2級） 32 名
建築施工管理技士（2級） 2 名
土木施工管理技士（2級） 1 名
電気工事士（第1種） 6 名
電気工事士（第2種） 386 名
電気通信主任技術者 4 名
工事担任者 20 名
危険物取扱者（甲種） 1 名
危険物取扱者（乙種） 19 名
危険物取扱者（丙種） 1 名

主要参加講習会・委員会名（2015年度） 主催
ケーブル防災設備 技術委員会 ケーブル防災設備協議会
長もちの研究会 京都工芸繊維大学
KIK研究会（関西異業種交流会） KIK研究会事務局

開始

完

受入れ可能な
レベルか？

機械類の制限の決定
ISO12100-1（JIS B9700-1）リスク低減の方策

ISO12100-2（JIS B9700-2）

1．本質的安全設計方策
2．安全防護及び付加保護方策
3．使用上の注意

危険源の同定
ISO12100-1（JIS B9700-1）

リスク見積もり
ISO12100-1（JIS B9700-1）

いいえ

リスクの低減 リスクの分析
はい

主な活動内容
■リスクアセスメントの推進支援活動
　（ユーザー様での安全セミナーの開催etc）
■  リスク見積もり後のリスク低減方策における安全機器提案活動
■安全システムの設計支援活動

安全システムの訴求からご提案～導入支援まで
トータルでお手伝いします。

※セーフティアセッサ在籍

配管化粧カバー 難燃被覆銅管 延焼防止パテ TPドレンホース（難燃剤配合）

自己消火 2m全焼

防火・防災の高度化、安全な街づくり
　機能性と美観による環境創造をテーマとする当社では、これまでに培った技術と経験を活かしながら、「地球環境」「安全」「省施

工」を開発のコンセプトに、より美しく機能的で世の中に役立つ『夢』のある製品とシステムを提案しています。防火・防災の街づ

くりを推進するトップランナーとして、快適かつ安心な生活環境の整備に邁進しています。

　「ファイヤーレスジョイント」は、冷
媒用銅管を差し込んでナットをしめ
込むだけで接合できる継手です。
　施工前に施工者向けの作業研修
を実施、修了者を登録することで、
安全施工の徹底を図っています（イ
ンストラクター制度）。
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Corporate Social Responsibility

当社の社会的責任（CSR）

国際的イニシアチブへの参画
国連グローバル・コンパクトへの署名

生活スタイルに合わせたワーク・ライフ・
バランスの推進
育児・介護休業制度

コンプライアンス徹底のために
「企業倫理宣言・行動基準」の策定と徹底

組織体制の確立
コーポレートガバナンスとコンプライアンス体制

健康管理・増進に向けたサポート
セーフティネットとしての産業医制度

健全な社員と経営の関係維持
従業員組合活動

　当社は国際連合のグローバル・コンパクトへの参加を表明して
おります。人権保護、労働基準順守、環境配慮、腐敗防止につい
て国際的に考え、当社に即した取り組みを推進します。

　当社は監査役制度を採用し、取締役会及び監査役会により業
務執行の監督及び監査を行っています。
　また、コンプライアンス委員会を設置し、リスクマネジメントと
企業倫理・コンプライアンスを統合して推進し、倫理性・透明性の
高い事業活動を実践できるよう内部監査を行い、遵法精神の浸
透を図っています。
　さらに「コンプライアンスホットライン」を設置し、上司やコン
プライアンス事務局による解決が困難な場合に、社外専門機関
に告発するルートを設け、盤石なコンプライアンス体制を整備し
ています。  

　従業員の健康を守り増進していくため、全国の主要な事業所
で産業医による従業員の健康障害への対応を行っています。
　利用件数は少ないものの、セーフティネットとしての産業医制
度は今後も継続していきます。なお、社員の健康を守る上で欠か
せない健康診断も、社員の意識の高さもあって、2015年度の
受診率は100％でした。

　社員の生活と仕事のバランスを保ち、個々の生活に合わせた
就業を実現するため、育児休暇制度、介護休暇制度を制定してい
ます。2016年3月現在、育児休暇制度を利用して育児を行う社
員は延べ12名でした。今後も利用しやすい制度とするべく努め
てまいります。

　因幡電機従業員組合には、2016年3月現在、当社従業員
1,060名が加盟し、健全な従業員組合活動を行っています。
　2015年度に3回開催された労経協議会では、社業の発展と
働きやすい職場づくりの両立に向けて話し合いが行われ、昨年
度に続き労働時間管理の強化に取り組むとともに、有給休暇・振
替休日の取得推進に注力しました。
　また、組合方針として「現場第一主義」を掲げ、労経協議会の
他にも、現場からの問題提起や業務改善等を目的として、執行委
員会、代議員会等の機関を設け運営しています。

　社員一人ひとりが倫理的な行動をとるべきことを理解し実践
することが、企業全体での倫理行動につながります。当社は、公
正な取引・人権尊重・知的財産の尊重・適正な情報管理・環境保全
等について、当社社員としての心得と行動規範を冊子「企業倫
理宣言・行動基準」にまとめ、全社員に配布し、研修等を通じてこ
れらの周知・徹底を図っております。

※  国連グローバル・コンパクトとは、国際連合の運営する制度であり、当社とし
て「人権保護」、「労働基準の順守」、「環境への配慮」、「腐敗防止」について
継続的に取り組むことを誓約するものです。

東日本大震災からの復興への貢献
　2011年3月11日に発生いたしました東日本大震災から5年余りが経過いたしま
した。改めて、亡くなられた方々のご冥福をお祈り申し上げるとともに、被災され
た皆様に心よりお見舞い申し上げます。

　当社は、被災地の一日も早い復興に向けて、毎年1回の寄付を行っております。
今年は、仙台市と郡山市に各1,000万円の計2,000万円を寄付いたしました。い
まだ東日本大震災からの再建途上にあるなか、今後も微力ながら被災地の復興支
援を続けてまいりたいと存じます。

当社におけるCSR活動の取り組みについて
　当社は、「省エネルギー、省資源など地球環境に配慮し、豊かで快適な社会づ
くりに貢献する」ことを経営の基本理念としております。この理念のもと、すべて
のステーク・ホルダー（株主、投資家、従業員、取引先、地域社会等の利害関

係者）にご満足いただける企業を目指し、企業価値の最大化を図っています。
　今後も「豊かで快適な」社会の実現に向け、電設資材及び制御機器等の卸販
売並びに空調部材等の製造販売という当社事業の運営に引き続き尽力いたします。

2015年度の従業員組合活動
　因幡電機従業員組合は、より働きやすい職場づくりを目指して、前向
きな活動を展開しています。

● 第61回定期組合大会 1回
● 支部大会（6支部） 6回
● 執行委員会 17回
● 代議員会 5回

▲ 第61回定期組合大会の様子

人権尊重・労働基準順守・腐敗防止 従業員が安心して働ける職場づくり
　当社は、世界人権宣言（国連）、労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言（国際労働機関）、腐敗の防止に関する国

連条約（国連）等の国際宣言・条約に賛同し、人権尊重、労働基準の順守、腐敗防止を行ってまいります。

　また、これらの徹底を図るために、社員意識の高揚やガバナンス体制の維持・充実を進めてまいります。

　当社は、従業員が健康で安心して働ける、またワーク・ライフ・バランスを維持しながら個性を発揮して活躍できる環境の整備を

進めています。今後も継続して従業員が安心して働ける職場づくりに努めてまいります。

　また従業員組合は前向きな活動を積極推進し、労経協議会を通じて社業発展と働きやすい職場づくりの両立に向けた取り組みを行っています。
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Consolidated Financial Statements

連結財務諸表

科　　目 当　期
（2016年3月31日現在）

前　期
（2015年3月31日現在）

流 動 資 産 130,988 121,486

固 定 資 産 44,129 45,589

有 形 固 定 資 産 20,846 21,085

無 形 固 定 資 産 5,090 6,558

投 資 そ の 他 の 資 産 18,192 17,944

総 資 産 175,118 167,075

流 動 負 債 64,666 59,765

固 定 負 債 6,574 6,412

負 債 合 計 71,240 66,178

純 資 産 合 計 103,878 100,896

負 債 ･ 純 資 産 合 計 175,118 167,075

科　　目
当　期

（2015年4月 1 日から
2016年3月31日まで）

前　期

（2014年4月 1 日から
2015年3月31日まで）

売 上 高 250,064 239,411

売 上 原 価 211,714 201,494

売 上 総 利 益 38,349 37,916

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 25,404 24,723

営 業 利 益 12,944 13,193

経 常 利 益 12,957 13,800

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 7,909 8,741

（単位：百万円） （単位：百万円）
連結損益計算書連結貸借対照表

1

2

3

POINT  　総資産
前連結会計年度末に比べ
80億43百万円増加し、
1,751億18百万円とな
りました。これは主に現
金及び預金の増加があっ
たことによるものであり
ます。

1

POINT 　 純資産合計
前連結会計年度末に比べ
29億81百万円増加し、
1,038億78百万円とな
りました。これは主に自
己株式が増加いたしまし
たが、利益剰余金の増加
があったことによるもの
であります。

3

POINT  　負債合計
前連結会計年度末に比べ
50億61百万円増加し、
712億40百万円となり
ました。これは主に支払
手形及び買掛金の増加が
あったことによるもので
あります。

2
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Stock Data

株式の概況
Corporate Data

会社の概要

4,855

7,404,859
155,902

4,392,511
5,807,723

9,788,551
320,154

914,512
422,180

2,476,414
999,432

3,930,089
3,657,587

10,205,887
5,258,744

36

226
6,003

720
1,455

150
191

51
48
5

33
214

182
8,383

1

500,000株以上
100,000株以上
50,000株以上
10,000株以上
5,000株以上
1,000株以上
500株以上
100株以上
100株未満

自己株式
個人その他
外国法人等
その他の法人
証券会社
金融機関

株主数（名）

株主数（名）

株式数（株）

株式数（株）

株　主　名 持株数（株） 持株比率（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,838,400 6.67
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,480,200 5.37
株式会社りそな銀行 798,120 2.89
因幡電機従業員持株会 639,024 2.31
J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 380578 503,000 1.82
CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 404,700 1.46
吉川　昌子 402,700 1.46
THE BANK OF NEW YORK, TREATY JASDEC ACCOUNT 371,100 1.34
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 371,100 1.34
RBC ISB S/A DUB NON RESIDENT/TREATY RATE UCITS-CLIENTS ACCOUNT 325,000 1.17

（注） 持株比率は自己株式（320,154株）を控除して計算しております。

株式の状況（2016年3月31日現在）

連結子会社（2016年3月31日現在）

概 要（2016年3月31日現在） 役 員（2016年6月17日現在）

発行可能株式総数 76,460,000株

発行済株式の総数 27,869,700株

当事業年度末の株主数 8,849名

大株主（上位10名）

当社はホームページにおきましても
最新のトピックスをはじめ、業務報告
や会社情報など様々な情報をご案内
しております。

ホームページのご紹介

因
幡
電
機
産
業
㈱

会社名 主要な事業内容 資本金
（百万円）

当社の
出資比率（％）

（株）パトライト 自社製品事業 300 100

春日電機（株） 自社製品事業 300 100

SIAM ORIENT ELECTRIC 
CO.,LTD.

自社製品事業 133
（百万バーツ） 100

アイティエフ（株） 電設資材事業 20 70

社 名 因幡電機産業株式会社
INABA  DENKI  SANGYO CO.,LTD.

創 業 昭和13年4月

設 立 昭和24年5月

資 本 金 13,352（百万円）

従 業 員 数 1,848名（連結）

主要な事業内容 電設・電子・情報機器販売及び
空調システム部材の製造・販売

事 業 所 の 概 要 大阪本社：大阪市西区立売堀4丁目11番14号
東京本社：東京都港区港南4丁目1番8号
3工場、2物流センター、23営業所

代 表 取 締 役 社 長 守 谷 承 弘

常 務 取 締 役 枝 村 浩 平

常 務 取 締 役 家 郷 晴 行

常 務 取 締 役 喜 多 肇 一

取 締 役 奥 田 善 紀

取 締 役 岩 倉 広 幸

取 締 役 北 野 明 彦

取 締 役 髙 橋 　 司

取 締 役 芝 池 　 勉

常 勤 監 査 役 福 　 田 　 聡 一 郎

監 査 役 井 之 上 　 明 　 彦

監 査 役 伊 藤 芳 晃

（注） 1. 取締役 髙橋 司氏及び芝池 勉氏は、社外取締役であります。
 2.   監査役 井之上明彦氏及び伊藤芳晃氏は、社外監査役であります。

所有者別状況（2016年3月31日現在）

所有株数別状況（2016年3月31日現在）

http://www.inaba.co.jp
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